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*「女性関連施設」について 
国立女性教育会館では、女性関連施設を設立目的により下記3 つに分類している。 
















 国立女性教育会館（National Women’s Education Center=NWEC、以下NWEC）では、
女性関連施設が男女共同参画社会の形成及び女性のエンパワーメントに果たす役割を明ら
かにし、その社会的影響を明らかにすることを目的に、平成 18(2006)年度～平成 20(2008)
年度の 3 年計画で「女性関連施設に関する調査研究」を行っている。 





の女性／男女共同参画センター74 施設である。選定のための資料は、NWEC が毎年 7 月
に実施している女性関連施設データベース調査、「平成 18 年度女性関連施設・団体リーダ
ーのための男女共同参画推進研修」の際に行ったアンケート、各自治体のホームページに




 調査は、上記 74 施設に関して指定管理者となっている団体（受託側）を対象に、以下
の 3 種類を実施した。 
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上述の通り 74 施設を調査対象としたが、そのうち大阪市男女共同参画センターの 5 施
設については、財団法人大阪市女性協会が 1 本化して回答することになったため、70 施設




導入し、事業は自治体が行っている 6 施設は今回の集計対象外とし、計 63 施設を集計の
対象とした（図表 1－1 参照）。施設の概要については、２章の１で述べる。 
※建物のみの指定管理者制度導入ではあっても、単独施設の場合には対象とした。 
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a-1 都道府県 公設民営 北海道立女性プラザ 2006.4～2011.3 （財）北海道女性協会
a-1 都道府県 公設民営 福島県男女共生センター 2006.4～2009.3 （財）福島県青少年育成・男女共生推進機構
a-1 都道府県 公設民営 とちぎ男女共同参画センター（パルティ） 2006.4～2009.3 （財）とちぎ男女共同参画財団
a-1 都道府県 公設民営 群馬県女性会館 2006.4～2009.3 （財）群馬県女性会館
a-1 都道府県 公設民営 千葉県青少年女性会館 2006.4～2009.3 （財）千葉県青少年女性協会
a-1 都道府県 公設民営 富山県民共生センター（サンフォルテ） 2006.4～2009.3 （財）富山県女性財団
a-1 都道府県 公設民営 石川県女性センター 2006.4～2009.3 （財）石川県女性センター
a-1 都道府県 公設民営 ひょうご女性交流館 2006.4～2009.3 （財）兵庫県婦人会館
a-1 都道府県 公設民営 島根県立男女共同参画センター 2005.4～2008.3 （財）しまね女性センター
a-1 都道府県 公設民営 愛媛県女性総合センター 2006.4～2009.3 （財）えひめ女性財団
a-1 都道府県 公設民営 こうち男女共同参画センター 2006.4～2009.3 （財）こうち男女共同参画社会づくり財団
a-1 都道府県 公設民営 佐賀県立女性センター 2006.4～2009.3 （財）佐賀県女性と生涯学習財団
a-1 都道府県 公設民営 沖縄県男女共同参画センター（てぃるる） 2006.4～2009.3 （財）おきなわ女性財団
a-1 政令 公設民営 札幌市男女共同参画センター 2006.4～2010.3 （財）札幌市青少年・女性活動協会
a-1 政令 公設民営 仙台市男女共同参画推進センター　エル・ソーラ仙台 2004.4～2007.3 （財）せんだい男女共同参画財団
a-1 政令 公設民営 仙台市男女共同参画推進センター　エル・パーク仙台 2004.4～2007.3 （財）せんだい男女共同参画財団
a-1 政令 公設民営 男女共同参画センター横浜 2005.4～2009.3 （財）横浜市男女共同参画推進協会
a-1 政令 公設民営 男女共同参画センター横浜北 2005.4～2009.3 （財）横浜市男女共同参画推進協会
a-1 政令 公設民営 男女共同参画センター横浜南 2005.4～2009.3 （財）横浜市男女共同参画推進協会
a-1 政令 公設民営 京都市男女共同参画センター 2006.4～2011.3 （財）京都市女性協会
a-1 政令 公設民営 大阪市男女共同参画センタークレオ大阪中央 2006.4～2010.3 （財）大阪市女性協会
a-1 政令 公設民営 北九州市男女共同参画センター 2006.4～2011.3 （財）アジア女性交流・研究フォーラム
a-1 市町 公設民営 とよなか男女共同参画推進センター（すてっぷ） 2006.4～2011.3 （財）とよなか男女共同参画推進財団
a-1 市町 公設民営 松山市男女共同参画推進センター（コムズCOMS） 2006.4～2009.3 （財）松山市男女共同参画推進財団
a-2 都道府県 公設民営 山形県男女共同参画センター（チェリア） 2006.4～2009.3 （財）山形県生涯学習・文化財団
a-2 都道府県 公設民営 茨城県女性プラザ（レイクエコー） 2006.4～2011.3 （財）茨城県教育財団
a-2 都道府県 公設民営 三重県男女共同参画センター 2004.10～2007.32007.4～2010.3 （財）三重県文化振興財団
a-2 政令 公設民営 千葉市女性センター 2006.4～2011.3 （財）千葉市文化振興財団
a-2 市町 公設公営 足利市男女共同参画センター 2006.4～2009.3 （財）足利市みどりと文化・スポーツ財団
a-2 市町 公設民営 江東区男女共同参画推進センター（パルシティ江東） 2006.4～2011.3 （財）江東区地域振興会
a-2 市町 公設公営 三鷹市女性交流室  2006.4～2008.3 （財）三鷹国際交流協会
a-2 市町 公設民営 岐阜市女性センター 2006.4～2009.3 （財）岐阜市教育文化振興事業団
a-2 市町 公設公営 豊橋市女性会館 2006.4～2009.3 （財）豊橋文化振興財団
a-2 市町 公設民営 枚方市立メセナひらかた会館（男女共生フロア） 2006.4～2009.3 （財）枚方市勤労福祉協会
a-2 市町 公設民営 新居浜市立女性総合センター 2006.4～2009.3 （財）新居浜文化体育振興事業団
a-2 市町 公設公営 胆振地方男女平等参画センター 2006.4～2011.3 社団法人　室蘭市シルバー人材センター
a-2 市町 公設民営 白井市青少年女性センター 2006.9～2010.3 社会福祉法人白井市社会福祉協議会
b-1 都道府県 公設民営 宮崎県男女共同参画センター 2006.4～2009.3 NPO法人みやざき男女共同参画推進機構
b-1 政令 公設公営 名古屋市男女平等推進センター(つながれっと名古屋） 2006.4～2010.3 NPO法人参画プラネット
b-1 市町 公設公営 もりおか女性センター 2006.4～2009.3 NPO法人参画プランニング・いわて
b-1 市町 公設公営 日立市女性センター 2006.4～2011.3 日立市らぽーる協会
b-1 市町 公設民営 文京区男女平等センター 2006.4～2009.3 文京区女性団体連絡会
b-1 市町 公設公営 大田区立男女平等推進センター（エセナおおた） 2004.4～2011.3 NPO法人男女共同参画おおた
b-1 市町 公設公営 相模原市立男女共同参画推進センター（ソレイユさがみ） 2004.4～2009.3 NPO法人男女共同参画さがみはら
b-1 市町 公設公営 佐倉市男女平等参画推進センター（ミウズ） 2006.4～2010.3 NPOミウズ１号
b-1 市町 公設民営 浜松市男女共同参画推進センター（あいホール） 2006.4～2009.3 NPO浜松男女共同参画推進協会
b-1 市町 公設民営 尼崎市立女性・勤労婦人センター（トレピエ） 2004.7～2007.32007.4～2010.3 NPO法人男女共同参画ネット尼崎
b-1 市町 公設公営 伊丹市立女性・児童センター「女性交流サロン」 2006.4～2009.3 無限責任中間法人伊丹市連合婦人会
b-1 市町 公設公営 鳴門市婦人会館 2006.4～2009.3 鳴門市婦人会館（鳴門市婦人連合会）
b-1 市町 公設民営 高松市男女共同参画センター 2006.4～2009.3 高松市男女共同参画センター登録団体ネットワーク
b-2 都道府県 公設民営 秋田県南部男女共同参画センター 2006.4～2011.3 NPO法人秋田県南NPOセンター
b-2 都道府県 公設民営 秋田県北部男女共同参画センター 2006.4～2011.3 NPO法人秋田県北NPO支援センター
b-2 市町 公設公営 函館市女性センター 2006.4～2009.3 函館家庭生活カウンセラークラブ
b-2 市町 公設公営 練馬区立練馬女性センター 2006.4～2009.3 NPO法人練馬区障害者福祉推進機構
b-2 市町 公設公営 セミナーハウスあいりす 2006.4～2011.3 モア・スポーツクラブ加賀
c 都道府県 公設公営 青森県男女共同参画センター（アピオあおもり） 2006.4～2009.3 アスタクグループ
c 都道府県 公設公営 長野県男女共同参画センター 2006.4～2009.3 東急コミュニティ共同体
c 政令 公設民営 川崎市男女共同参画センター 2006.4～2011.3 TEPCOパブリックサービス
c 市町 新設 大東市立生涯学習センター内　男女共同参画ルーム 2006.4～2009.3 （株）アステム
d 都道府県 公設民営 大阪府立女性総合センター（ドーンセンター） 2006.4～2011.3 ドーン利用促進事業共同体(大阪府男女共同参画推進財団＋NPO法人ZUTTO)
d 都道府県 公設民営 愛知県女性総合センター（ウィルあいち） 2006.4～2011.3 コングレ・愛知グループ＋パートナーシップ・サポートセンター＋昭和建物管理KK




d 市町 公設公営 高山市女性青少年会館 2006.4～2009.3 まほろば高山事業団（NPO法人さわやか飛騨＋（株）ハイパーブレイン  
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  自治体による直営 指定事業者への委託 






























 質問紙調査で対象とした施設は、「1．調査の概要」で述べた通り、2006 年 4 月現在で
指定管理者制度を導入している女性／男女共同参画センターであり、本調査に回答いただ
いた 63 施設である。以下に、それらの概要を述べる。 
63 施設のうち、都道府県で導入されているのは 23 施設（36.5％）、政令指定都市 13 施
設（20.6％）、市区 27 施設（42.9％）である。都道府県立の女性／男女共同参画センター
は全国に 55 施設（国立女性教育会館「女性関連施設データベース」より）あるが、その
うちの約半数がすでに導入していること、また、政令指定都市は 2006 年 4 月現在全国に





 回答施設のうち、都道府県の指定管理者となっているのは 23 団体（36.5％）、市区（政
令指定都市を含む）が 40 団体（63.5％）である。 
 
図表 2－1 行政区分別導入施設 
 実 数 ％ 
都道府県 23 36.5
市区 40 63.5





  a-1 男女共同参画を主目的として掲げる財団法人・社団法人等 
  a-2 その他の財団法人・社団法人等 
b.NPO 法人・任意団体 
  b-1 男女共同参画を主目的として掲げるNPO 法人・任意団体 
   b-2 その他のNPO 法人・任意団体 
c.企業 
d.共同体 
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図表 2－2 団体の種類（全体） 
 実 数 ％ 
ａ-1 財団法人・社団法人等（男女共同参画を目的） 24 38.1 
ａ-2 その他の財団法人・社団法人等 13 20.6 
ｂ-1 NPO 法人・任意団体（男女共同参画を目的） 13 20.6 
ｂ-2 その他の NPO 法人・任意団体 5 7.9 
ｃ 企 業 4 6.3 
ｄ 共   同   体 4 6.3 
全 体 63 100.0 
 
 最も多いのは a-1 の男女共同参画を主目的として掲げる財団法人・社団法人等 24 団体
で、全体の 38.1％を占める。次いで多いのが、a-2 の文化振興、生涯学習、福祉を目的と
するその他の公益法人 13 団体（20.6％）で、その内訳は、財団法人が 11 団体、残り２団
体が社会福祉法人と社団法人である。 
 NPO 法人・任意団体が指定管理者となっているのは 18 団体で、そのうち男女共同参画
を主目的として掲げて設立されたものが 13 団体（20.6％）を占める。 
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＜以前からの管理委託＞ 
 指定管理者となる以前から管理委託を受けてきた団体かどうかについては、財団法人・
社団法人等では以前から管理委託を受けてきたのは 37 団体中 32 団体（86.5％）、NPO 法
人では 18 団体中 3 団体（16.7％）、企業と共同体は 4 団体中 0 である。NPO 法人は、新
規に指定管理者となった割合が 83.3％と高い。 
 
図表 2－4 以前からの管理委託／新規別団体（全体） 
以前から管理委託 新  規  
実 数 ％ 実 数 ％ 
財団法人･社団法人等 （n=37） 32 86.5 5 13.5 
NPO 法人 （n=18） 3 16.7 15 83.3 
企業 （n=4） 0 0 4 100 
共同体 （n=4） 0 0 4 100 
全   体（N=63） 35 55.6 28 44.4 
 
（２）指定管理者制度導入の時期と指定期間 
 導入時期は、2006 年 3 月以前が 10 施設（15.9％）、2006 年 4 月以降が 53 施設（84.1％）






 行政区分でみると、都道府県では 23 施設中 22 施設（95.7％）が 2006 年 4 月以降に導
入、政令指定都市・市区では 40 施設中 32 施設（80％）が 2006 年 4 月以降、8 施設（20％）
が 2006 年 3 月以前に導入している。 
 
図表 2－5 導入時期（全体） 
 実  数 ％ 
2006年３月31日以前 10 15.9
2006年４月１日以降 53 84.1
全 体 63 100.0
 
 指定期間は、3 年以内が 35 施設（55.6％）、5 年以内が 15 施設（23.8％）、4 年以内が 9
施設（14.3％）、6 年以上が 1 施設（1.6％）と、3 年以内の施設が過半数を占めている。
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図表 2－6 指定期間（全体） 
 実  数 ％ 
３ 年 以 内 35 55.6
４ 年 以 内 9 14.3
５ 年 以 内 15 23.8
６ 年 以 上 1 1.6
無 回 答 3 4.8
全 体 63 100.0
 
（３）団体の設立年 
 指定管理者となっている団体の設立年は、1981 年～1999 年が 25 団体（39.7％）、2000
以降が 24 団体（38.1％）、1980 年以前が 12 団体（19％）と、1981 年以降に設立された
団体の割合が高い。企業および共同体は、指定管理者となるために立ち上げられたケース
がほとんどのため、設立年は 2000 年以降と新しい。NPO 法人も 18 団体中 14 団体が 2000
年以降の設立となっている。それに対して財団法人・社団法人等は、2000 年以前に設立さ
れたものが多く、男女共同参画を主目的として掲げる財団法人・社団法人等は 14 団体
（58.3％）が 1981 年～1999 年の設立である。 
 








以  降 
無回答 
63 12 25 24 2
全     体 
100.0 19.0 39.7 38.1 3.2
24 6 14 2 2財団法人・社団法人等 
（男女共同参画を目的） 100.0 25.0 58.3 8.3 8.3
13 3 8 2 0その他の財団法人・社団法人
等 100.0 23.1 61.5 15.4 0.0
13 2 1 10 0NPO法人・任意団体 
（男女共同参画を目的） 100.0 15.4 7.7 76.9 0.0
5 0 1 4 0
その他のＮPO 法人・任意団体  
100.0 0.0 20.0 80.0 0.0
4 1 0 3 0
企     業 
100.0 25.0 0.0 75.0 0.0






共  同  体 






だ」のは 15 団体（23.8％）である（図表 2－8）。男女共同参画を必ずしも主目的として掲
げていない団体を合計すると 22 団体（図表 2－2、a-2, b-2, c に分類された団体）ある
が、それに比べると少ない。 
 「団体、NPO、共同体を立ち上げた」と回答したのは 19 団体であるが、準備期間を聞
いた結果が図表 2－9 である。「2 年未満」が最も多く 8 団体（42.7％）、次いで 1 年未満が
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多く 7 団体（36.8％）、3 年未満は 2 団体(10.5％)であり、準備期間は短い傾向にある。 
 
図表 2－8 準備内容（全体／複数回答） 
N=63 





そ  の  他 26 41.3
特 に な し 6 9.5
無  回  答 2 3.2
 
図表 2－9 団体、NPO、共同体を立ち上げた場合の準備年数 
 実 数 ％ 
１ 年 未 満 7 36.8 
２ 年 未 満 8 42.1 
３ 年 未 満 2 10.5 
無 回 答 2 10.5 
全 体 19 100.0 
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図表 2－10 重点化あるいは新規に立ち上げた事業（全体／複数回答） 
N=63 
 実数 ％ 
情報提供・情報事業の充実 16 25.4 
次世代育成 12 19.0 
連携・交流の促進 12 19.0 
相談の充実 9 14.3 
女性のチャレンジ支援 9 14.3 
講座・研修事業の充実 8 12.7 
対象の拡大 7 11.1 
利用者サービス向上 6 9.5 
従来どおり・特になし 4 6.3 
調査研究 2 3.2 
その他 11 17.5 
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図表 2－11 事業参加者を増やす工夫（全体／複数回答） 
N=63 
大分類 小  分  類 実数 ％ 
企画内容の工夫 11 17.5 
対象の意識化 8 12.7 
講師の選定 5 7.9 




現状把握・分析、実施手法 9 14.3 
メディアの活用 29 46.0 広報 
(88.9%) 効果的な広報の工夫 27 42.9 
連携強化 10 15.9 
市民参加の組織 4 6.3 




そ  の  他 2 3.2 
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図表 2－12 施設の管理・運営面における特色（全体／複数回答） 
N=63 
大分類 小 分 類 実 数 ％
効率・低コスト 13 20.6 
市民に開かれた運営 11 17.5 
目的性をもった運営 10 15.9 
独自事業 5 7.9 
運営方針 
(65.1%) 
評価を取り入れた運営 2 3.2 
サービス面の工夫 17 27.0 
複合施設 11 17.5 
施設管理・安全管理 10 15.9 




開館時間延長 5 7.9 
市民参画 10 15.9 
連    携 8 12.7 
職員・雇用 6 9.5 
組 織 
(44.4%) 
運営組織 4 6.3 
そ  の  他 3 4.8 
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図表 2－13 困った場合に相談する人（全体／複数回答） 
N=63 
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 他機関等と連携・協力して行っていることを、複数回答で聞いた（図表 2－14）。 
 他機関等と連携・協力して行っていることは、「事業の運営」が 35 施設（55.6％）、「事
業の企画」が33施設（52.4％）の割合が高い。連携先がないという「なし」が12施設（19.0％）
ある。 
 行政区分別にみると、都道府県では、「事業の運営」が 15 施設（65.2％）で最も多く、
ついで「事業の企画」が 11 施設（47.8％）である。市区では「事業の企画」が 22 施設（55.5％）










図表 2－14 他機関等と連携・協力して行っていること（全体／複数回答） 
N=63 






な   し 12 19.0
無回答 3 4.8
 
図表 2－15 他機関等と連携・協力して行っていること（全体、行政区分別／複数回答） 











63 9 8 33 35 7 12 3全体 
100.0 14.3 12.7 52.4 55.6 11.1 19.0 4.8
都道府県 23 2 1 11 15 1 5 1
 100.0 8.7 4.3 47.8 65.2 4.3 21.7 4.3
市区 40 7 7 22 20 6 7 2
行政区分
 
 100.0 17.5 17.5 55.0 50.0 15.0 17.5 5.0
 
-  17  -
 - 18 -
（２）連携先 











 連携先の数をみると、都道府県ではのべ 72 ヵ所で、1 施設あたり 4.2 ヵ所である。市区
ではのべ 154 ヵ所で、1 施設あたり 5 ヶ所である。 
 
図表 2－16 連携先（複数回答） 
N=48 
 実 数 ％ 
所管以外の自治体部署 28 58.3 
女性団体･グループ 39 81.3 
参画社会を活動分野としている NPO 23 47.9 
その他の地域団体･グループ･NPO･NGO 30 62.5 
学校・大学 25 52.1 
社会教育施設 9 18.8 
企業・経済団体 17 35.4 
町内会・自治会 10 20.8 
そ  の  他 13 27.1 
無  回  答 2 4.2 
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図表 2－18 連携における特色、工夫（全体／自由記述） 
N=63 
大分類 小分類 実数 ％ 
市民との連携促進 9 14.3 
女性団体等との連携促進 6 9.5 
連携・協力の促進 
(31.7%) 
地域の事業への協力 5 7.9 
役割の分担（含む予算） 13 20.6 
企画・運営上の工夫 11 17.5 
情報交換 6 9.5 
連携・協力の方法 
(60.3%) 
ネットワークの構築・拡充 5 7.9 
そ の 他 3 4.8 
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  職員数は、男女別にみると女性は 76％、男性は 24％と女性が４分の３を占めている。 
 
































有 無 無回答 
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32 22 11 13 0 
全     体 
100.0 68.8 34.4 40.6 0.0 
12 8 5 5 0 
都道府県 
100.0 66.7 41.7 41.7 0.0 
20 14 6 8 0 
行政区分





同参画に関する知識・理解」を挙げた施設は、13 施設と約 2 割強を占める。 
 
図表 2－22 職員採用で重視したこと（全体／自由記述） 
N=63 
分       類 実数 ％ 
サービス対応・協調性等 15 23.8 
男女共同参画の知識・理解 13 20.6 
事務処理能力・パソコン技能等 12 19.0 
専門性・経験 10 15.9 
仕事に対する意欲等 10 15.9 
人柄等 5 7.9 
その他 5 7.9 





「NWEC の研修への参加」は 54.0%である。 
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図表 2－23 職員の職業能力開発・向上のために行っていること（全体／複数回答） 
N=63 
 実 数 ％ 
国立女性教育会館の研修への参加 34 54.0 
その他外部研修への参加 49 77.8 
館内研修の実施 38 60.3 
その他 7 11.1 













図表 2－24 職員の職業能力開発・向上に今後必要と思われること（全体／自由記述） 
N=63 
大分類 小分類 実 数 ％ 
研修の充実 18 28.6 
専門知識・技術の習得 17 27.0 
学習・研修の
機会 
(66.7%) 情報収集・交換 7 11.1 
実践のフィードバック 5 7.9 
職場内の情報共有 2 3.2 




職員の意識変革 9 14.3 
そ の 他 4 6.3 
無 回 答 16 25.4 
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回答した 60 人（無回答 3 人）の属性についてみると、女性 38 人（60.3％）、男性 22 人
（34.9％）と、女性が 6 割を占める。年代は、50 歳代（38.1％）と 60 歳代（36.5％）で
大半を占める。 
男女・年代別にみると、女性には 70 歳代の人が含まれるが、男性にはおらず、また男
性の方が若干 40 歳代の割合が高い。 
勤務形態は、常勤 39 人（61.9％）、非常勤 21 人（33.3％）と常勤の方が多い。都道府
県（56.5％）と市区（65％）で比較すると、わずかではあるが市区の方が常勤が多い。 
勤務日数は、無回答が多い（13 人）が、平均すると 4.4 日である。 




次いで、教員 9 人（14.3％）が多い。前職も女性関連施設職員という人も 7 人（11.1％）
いる。 
図表 2－25 施設長の性別（全体） 
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図表 2－26 施設長の年代（全体） 
N=63 
年  代 実 数 ％ 
30 歳代以下 1 1.6
40 歳代 5 7.9
50 歳代 24 38.1
60 歳代 23 36.5
70 歳代以上 6 9.5
無回答 4 6.3
 
図表 2－27 施設長の勤務日数（全体） 
N=63 






図表 2－28 勤務形態（全体） 
N=63 
勤務形態 実 数 ％ 
常 勤 39 61.9
非 常 勤 21 33.3
無 回 答 3 4.8
 
図表 2－29 施設長の所属（全体） 
N=63 
 施  設 ％ 
自 治 体 9 14.3
法 人 36 57.1
企 業 6 9.5
そ の 他 9 14.3
無 回 答 3 4.8
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力、⑤人間関係力、⑥組織運営力の 6 つに大別された。 
 回答割合の高かったのは、「実践力」（58.7％）、次いで「組織運営力」（55.6％）、である。
また、「人間関係力」（41.3％）、「男女共同参画（ミッション意識と知識）」（39.7％）、と答






図表 2－31 男女共同参画推進拠点の長にとって必要と考える能力（全体／自由記述） 
N=63 
大分類 小  分  類 実 数 ％ 
広い視野 9 14.3 ビジョン 
（23.8%） 先見性 6 9.5 
ミッション意識 14 22.2 男女共同参画 
（39.7%） 知識 11 17.5 
実態把握力（17.5%） 情報収集・分析力 11 17.5 
計画・立案能力（企画力） 12 19.0 
状況分析・判断力・問題解決力 10 15.9 
行動力・推進力 8 12.7 
実践力 
（58.7%） 
情報発信力 7 11.1 
調整力 13 20.6 
ネットワーク力 8 12.7 
人間関係力 
（41.3%） 
コミュニケーション力 5 7.9 
指導力 17 27.0 
管理能力 11 17.5 
組織運営力 
（55.6%） 
経営能力 7 11.1 
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図表 2－32 施設長が能力開発・向上のために実践していること（全体／自由記述） 
N=63 
分   類 実数 ％ 
情報収集 27 42.9 
コミュニケーション・人間関係構築 19 30.2 
研修・講座等を通じた学習 11 17.5 
地域活動への参加 3  4.8 
仕事を通じた能力開発 3  4.8 
意識向上 3  4.8 
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７．財政 
７－１ 年間予算 












営）、④「事業への影響」の 4 つに分類した。 
 一番多いのは①で、そのうち「予算が少ない・減少・安定しない」が 19 施設（30.2％）
と最も多く、2 番目も同じく①の「自主財源の確保」で 15 施設（23.8％）、3 番目も「財
源・枠の固定化」で 12 施設（19.0％）であった。②については「施設の維持管理費がか







社団法人等で 10 施設（41.7％）と多くなっている。 
 
図表 2－33 財政上の課題（全体／自由記述） 
N=63 
大分類 小分類 実 数 ％ 
予算が少ない・減少・安定しない 19 30.2 
自主財源の確保 15 23.8 
財源の問題 
(73.0%) 
財源・枠の固定化 12 19.0 
施設の維持管理費がかかる 10 15.9 
経費削減 9 14.3 
経費の問題 
(33.3%) 
その他の経費がかかる 2 3.2 
効率的運営 7 11.1 




健全経営 3 4.8 
事業への影響 4 6.3 
無  回  答 10 15.9 
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影    響 
無回答 
63 34 20 15 4 10 
全        体 
100.0 54.0 31.7 23.8 6.3 15.9 
23 14 4 8 0 4 
都道府県
100.0 60.9 17.4 34.8 0.0 17.4 
40 20 16 7 4 6 
行政区分
 市区 100.0 50.0 40.0 17.5 10.0 15.0 
 






影   響 
無回答 
63 34 20 15 4 10
全           体 
100.0 54.0 31.7 23.8 6.3 15.9
24 16 9 6 1 3財団法人・社団法人等 
（男女共同参画を目的）  100.0 66.7 37.5 25.0 4.2 12.5
13 5 6 5 1 1その他の財団法人・社団
法人等 100.0 38.5 46.2 38.5 7.7 7.7
13 6 3 1 1 3NPO法人・任意団体 
（男女共同参画を目的） 100.0 46.2 23.1 7.7 7.7 23.1
5 3 0 1 1 0その他の NPO 法人・任意
団体 100.0 60.0 0.0 20.0 20.0 0.0
4 1 1 1 0 2
企            業 
100.0 25.0 25.0 25.0 0.0 50.0
4 3 1 1 0 1
団体種類
 
共     同     体 




が 26 施設（41.3％）、「受講料」30 施設（47.6％）、「外部資金」10 施設（15.9％）、「寄付
金」5 施設（7.9％）、「講師派遣」13 施設（20.6％）、「その他」14 施設（30.2％）、「無回
答」が 14 施設（22.2％）であった。 
 行政区分別にみると、都道府県では「貸館料」が 12 施設（52.2％）と最も多く、「受講
料」が 11 施設（47.8％）と続いている。市区では「受講料」が 19 施設（47.5％）と最も
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図表 2－37 自己収入獲得のために行っていること（全体、行政区分別／複数回答） 
 上段：実数 
下段： ％ 
貸館料 受講料 外部資金 寄付金 講師派遣 その他 無回答
63 26 30 10 5 13 19 14
全   体 
100.0 41.3 47.6 15.9 7.9 20.6 30.2 22.2
23 12 11 4 0 2 9 3
都道府県 
100.0 52.2 47.8 17.4 0.0 8.7 39.1 13.0
40 14 19 6 5 11 10 11
行政区分
 市区 100.0 35.0 47.5 15.0 12.5 27.5 25.0 27.5
 










63 26 30 10 5 13 19 14
全           体 
100.0 41.3 47.6 15.9 7.9 20.6 30.2 22.2
24 12 15 5 4 7 9 4財団法人・社団法人等 
（男女共同参画を目的）  100.0 50.0 62.5 20.8 16.7 29.2 37.5 16.7
13 6 5 1 0 0 4 3その他の財団法人・社団
法人等 100.0 46.2 38.5 7.7 0.0 0.0 30.8 23.1
13 3 5 0 0 3 3 5NPO 法人・任意団体 
（男女共同参画を目的） 100.0 23.1 38.5 0.0 0.0 23.1 23.1 38.5
5 2 0 1 1 1 2 0その他のＮPO 法人・任意
団体 100.0 40.0 0.0 20.0 20.0 20.0 40.0 0.0
4 2 3 1 0 1 1 1
企            業 
100.0 50.0 75.0 25.0 0.0 25.0 25.0 25.0
4 1 2 2 0 1 0 1
団体種類
 
共     同     体 
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 行政区分別では、「事業報告書の作成（毎年）」は、都道府県では 22 施設（95.7％）と
ほぼすべての施設で、市区でも 32 施設（80.0％）で行なわれている。「自己点検評価（毎
年）」については、区分別であまり差はないが、「外部評価の実施（毎年）」については、都
道府県で 9 施設（39.1％）と比較的多くなっている。 
 団体の種類別では、男女共同参画を主目的として掲げる財団法人・社団法人等で、「自己
点検評価（毎年）」が 16 施設（66.7％）、「外部評価の実施（毎年）」が 7 施設（29.2％）、
また母数は少ないが、企業が「自己点検評価（毎年）」が３施設（75.0％）、「外部評価の実
施（毎年）」が 3 施設（75.0％）と多い。 
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63 54 23 27 10 16 11 10 2
全    体 
100.0 85.7 36.5 42.9 15.9 25.4 17.5 15.9 3.2
23 22 10 10 2 9 3 2 0
都道府県 
100.0 95.7 43.5 43.5 8.7 39.1 13.0 8.7 0.0
40 32 13 17 8 7 8 8 2
行政区分
 市区 100.0 80.0 32.5 42.5 20.0 17.5 20.0 20.0 5.0
 

























63 54 23 27 10 16 11 10 2
全    体 
100.0 85.7 36.5 42.9 15.9 25.4 17.5 15.9 3.2
24 23 11 16 6 7 4 4 1財団法人・社団法人等
（男女共同参画を目的） 100.0 95.8 45.8 66.7 25.0 29.2 16.7 16.7 4.2
13 12 4 3 0 2 1 3 0その他の財団法人・社
団法人等 100.0 92.3 30.8 23.1 0.0 15.4 7.7 23.1 0.0
13 9 3 3 2 3 2 1 0NPO 法人・任意団体 
（男女共同参画を目的） 100.0 69.2 23.1 23.1 15.4 23.1 15.4 7.7 0.0
5 4 3 1 0 0 2 1 0その他のＮPO 法人・任
意団体 100.0 80.0 60.0 20.0 0.0 0.0 40.0 20.0 0.0
4 3 1 3 1 3 1 1 1
企     業 
100.0 75.0 25.0 75.0 25.0 75.0 25.0 25.0 25.0
4 3 1 1 1 1 1 0 0
団体種類
 
共  同  体 
100.0 75.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 0.0 0.0
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図表 2－45 リーダーを育成するための工夫・特色（自由記述） 
n=34 
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図表 2－46 女性リーダー育成の課題（自由記述） 
n=34 
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☆広島市女性教育センタ  ー  
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２．ヒアリング調査事例 
(1)「従来から委託を受けてきた財団法人が指定管理者となった事例（公募）」 
  大阪市立男女共同参画センター 
 
施設の概要 
施設名 大阪市立男女共同参画センター  愛称 クレオ大阪 
住 所 中央館 
〒543-0002 大阪府大阪市天王寺区上汐 5－6－25 
電 話 06-6770-7200 FAX  06-6770-7705 
HP アドレス http://www.creo-osaka.or.jp 





を目的とする。（男女共同参画センター条例第 2 条） 
職 員 数 常勤  50 名（うち女性 29 名、男性 21 名） 
非常勤 12 名（うち女性 12 名） 
施設長名（よみ） センター長（中央館） 寺本 良平（てらもと りょうへい） 
指定管理者制度導入時期 2006 年 4 月 
指定期間（西暦） 2006 年 4 月～2010 年 3 月（4 年間） 
 
指定管理者となっている団体 
名  称 財団法人 大阪市女性協会 
団体の種類 財団法人 
代表者名（よみ） 理事長 德矢 典子（とくや つねこ） 









広報発信力を強化して市民にアピールするため、2005 年 4 月にはホームページをリニ
ューアルした。ホームページは館内で職員がほぼ毎日更新しており、現在非常にアクセス
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募集要項配布期間 平成 17 年 10 月 31 日～11 月 18 日（配布団体 20） 
説明会 平成 17 年 11 月 22 日（参加団体 12） 
申請の受付期間 平成 17 年 12 月 1 日～12 月 7 日（応募団体 2） 
・審査経過 
第 1 回選定委員会 平成 17 年 10 月 20 日（募集要項案及び選定基準案） 
第 2 回選定委員会 平成 17 年 12 月 19 日（書類選考実施、選定方法） 
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(2)「従来から委託を受けてきた財団法人が指定管理者となった事例（非公募）」 
  松山市男女共同参画推進センター 
 
施設の概要 
施設名 松山市男女共同参画推進センター 愛称 COMS コムズ 
住 所 〒790-0003 愛媛県松山市三番町 6 丁目 4 番地 20 
電 話  089－943-5776 FAX 089－943-0460 
HP アドレス http://www.coms.or.jp 




職 員 数 
常勤 15 名（うち女性 12 名、男性 3 名） 
非常勤 4 名（うち女性 4 名） 
施設長名（よみ） 鎌田 サチ子 （かまた さちこ） 
指定管理者制度導入時期 2006 年 4 月 
指定期間（西暦） 2006 年 4 月～2009 年 3 月（3 年間） 
 
指定管理者となっている団体 
名  称 財団法人 松山市男女共同参画推進財団 
団体の種類 財団法人 
代表者名（よみ） 中村 時広 （なかむら ときひろ） 









た。平成 18(2006)年度に松山市で指定管理者制度が導入された 45 施設のうち、公募によ
るのは駐車場・市民運動広場など 7 施設にとどまっている。コムズの指定期間は平成
20(2008)年度までの 3 年間であるが、次期には公募の可能性もあるという。 
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(3)「施設を母体にNPO法人を立ち上げ、指定管理者となった事例」 
  大田区立男女平等推進センター 
 
施設の概要 
施設名 大田区立男女平等推進センター  愛称 エセナおおた 
住 所 〒143-0016 
東京都大田区大森北四丁目 16 番地 4 
電 話  03-3766-4586 FAX  03-5764-0604 
HP アドレス http://www.escenaota.jp/ 
開館年 2000 年 
設立目的 男女共同参画社会の実現に資するとともに区民の自主的な活
動の場を提供する。 
職 員 数 
常勤     2 名（うち女性 2 名） 
非常勤    １名（うち女性１名） 
臨時職員   12 名（うち女性 11 名、男性１名） 
施設長名（よみ） 北田 久枝（きただ ひさえ） 
指定管理者制度導入時期 2004 年 
指定期間（西暦） 2004 年 4 月～2006 年 3 月、2006 年 4 月～2011 年 3 月 
（最初の指定期間 2 年、再指定 5 年、計 7 年間） 
 
指定管理者となっている団体 
名  称 特定非営利活動法人 男女共同参画おおた 
団体の種類 NPO 法人 
代表者名（よみ） 理事長 北田 久枝（きただ ひさえ） 
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 「エセナおおた」への指定管理者制度の導入は、2003 年 9 月である。指定管理者とな
るために、センター内のプロジェクトチームを発展させ「特定非営利活動法人男女共同参
画おおた」を設立することとなった。法人格の申請が受理されて NPO 法人となったのは







 指定管理者となってからの取り組みの変化としては、大きく以下の 3 点が挙げられる。 
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 さらに、NPO 法人が指定管理者となることで得られたメリットとしては、NPO は「色々
な仕事を作ることができる場」であるという点が挙げられる。エセナおおたの事業内容は、
第 5 期「大田区男女共同参画推進プラン」（2006 年策定）に則って運営しているが、特に
自主事業の講座の人気が高く、応募数が定員の平均 3.3 倍にもなっている。利用者数も、
平成 15(2003)年度には 6 万人弱であったのが、指定管理者制度の導入後、平成 16(2004)
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(4)「障害者福祉の推進を目的とするNPO法人が指定管理者となった事例」 
  練馬区立練馬女性センター 
 
施設の概要 
施設名 練馬区立練馬女性センタ  ー
住 所 〒177-0041 
東京都練馬区石神井町 8-1-10 
電 話  03-3996-9005 FAX  03-3996-9010 
HP アドレス http://www.city.nerima.tokyo.jp/jinken/indexj.html 
開館年 1987 年 
設立目的 女性の社会活動を促進し、女性の地位向上に資するとともに、
あわせて女性問題の解決に寄与することを目的とする。 
職 員 数 
練馬区 
常勤    5 名（うち女性 2 名、男性 3 名） 
非常勤   2 名（うち女性 2 名） 
再雇用   4 名（うち女性 4 名） 
NPO 法人練馬区障害者福祉推進機構 
常勤    3 名（うち女性 3 名） 
非常勤   5 名（うち女性 2 名、男性 3 名） 
施設長名（よみ） 杉山 ひとみ（すぎやま ひとみ） 
指定管理者制度導入時期 2006 年 
指定期間（西暦） 2006 年 4 月～2009 年 3 月（3 年間） 
 
指定管理者となっている団体 
名  称 特定非営利活動法人練馬区障害者福祉推進機構 
団体の種類 NPO 法人 
代表者名（よみ） 理事長 大塚 國敏（おおつか くにとし） 








2006 年 4 月から指定管理者となった。ヒアリング調査（2007 年 1 月 27 日実施）は、ま
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 区では 2005 年 3 月 30 日の練馬女性センターの指定管理者選定検討部会において、指定
管理者の業務の範囲、応募資格、指定期間について検討し、5 月 12 日には評価基準を定め
ている。以降の経緯を追うと、以下の通りである。 
2005 年 5 月 16 日 練馬区指定管理者選定委員会による審査 
7 月 22 日 練馬区議会で練馬女性センター条例改正案議決 
8 月 1 日 募集要項配布、同 23 日募集説明会（参加団体 22） 
9 月 5－9 日 応募受付（応募団体 8） 
9 月 27 日 経営診断委託 
10 月 26 日 指定管理者選定検討部会でのプレゼンテーション及びヒアリング 
10 月 31 日 同部会での評価・採点 






















応募団体は、民間企業を含む 8 事業体だった。NPO 理事によると、応募した事業体の
中で NPO は自分たちだけであったという。自分たちが選ばれた理由としては、①指定管
理者制度の導入時期が、練馬区が NPO の育成に積極的になった時期と重なっていたこと
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要な面がある。現在、区の第 2 次男女共同参画計画（2006-2010）の 1 年目にあたる。拠
点施設としての女性センターが区の計画をすすめる上で、（現在の女性センターの指定管理
者制度導入のかたちで）、区とNPO とが協働し、相乗効果をあげてよい方向に行くといい
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http://www.city.nerima.tokyo.jp/kikaku/sitei/  （2007.3.7.アクセス） 
練馬区 平成 18(2006)年度から指定管理者制度を適用した施設の選定結果 
http://www.city.nerima.tokyo.jp/kikaku/shitei/18kekka/shitei-18kekka.html 
（2007.3.7.アクセス） 
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(5)「企業が指定管理者となった事例」 
  川崎市男女共同参画センター 
 
施設の概要 
施設名 川崎市男女共同参画センター  愛称 すくらむ21 
住 所 〒213-0001 
神奈川県川崎市高津区溝口 2-20-1 
電 話  044-813-0808 FAX  044-813-0864 
HP アドレス http://www.scrum21.or.jp/ 







職 員 数 常勤   4 名（うち女性 1 名、男性 3 名） 
非常勤  6 名（うち女性 6 名） 
施設長名（よみ） 館長 中村 立子  （なかむら りつこ） 
指定管理者制度導入時期 2006 年 4 月 
指定期間（西暦） 2006 年 4 月～2011 年 3 月（5 年間） 
 
指定管理者となっている団体 
名  称 TEPCO パブリックサービス 
団体の種類 企業（東京電力グループ企業で構成する共同企業体） 
代表者名（よみ） 株式会社キャリアライズ代表取締役社長 
遠藤 卓実（えんどう たくみ） 
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としては、2005 年 6 月に公募、夏に選考のためのプレゼンテーションを行い（準備期間
約 4 ヶ月）、冬に指定管理者としてTEPCO パブリックサービスが決定した。 































  （＊基準点：各選定委員の採点が 100 点満点中 60 点を超えること） 
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(6)「従来から委託を受けてきた財団とNPO法人の共同体が指定管理者となった事例」 
  大阪府立女性総合センター 
 
施設の概要 
施設名 大阪府立女性総合センター  愛称 ドーンセンタ  ー
住 所 〒540-0008 
大阪府大阪市中央区大手前１－３－４９ 
電 話 06-6910-8625 FAX 06-6910-8624 
HP アドレス http://www.dawncenter.or.jp/ 






職 員 数 
＊指定管理部分の職員数（内訳は、財団から２名（常勤１、
非常勤 1、NPO 法人から 7 名（常勤 6、非常勤 1））。 
常勤  7 名（うち女性 6 名、男性 1 名） 
非常勤 2 名（うち女性 2 名） 




館長（財団非常勤） 竹中恵美子（たけなか えみこ） 
指定管理者制度導入時期 2006 年 4 月 
指定期間（西暦） 2006 年 4 月～2011 年 3 月（5 年間） 
 
指定管理者となっている団体 
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たのがNPO 法人 ZUTTO であった（応募は２団体）。 















  募集要項の配布     2005 年 11 月 8 日（火）～12 月 2 日（金） 
  現地説明会及び施設案内 2005 年 11 月 17 日（木） 
               参加申込み団体数 20 団体、参加団体数 18 団体 
  申請書の受付      2005 年 11 月 28 日（月）～12 月 2 日（金） 
               申請団体数 2 団体 
・審査の経緯 
 第 1 回 大阪府立女性総合センター指定管理候補者選定等委員会 
  開催日 2005 年 10 月 31 日（月） 
  内 容 委員長の選任、審査基準・指定管理者募集要項の決定 
 第 2 回 大阪府立女性総合センター指定管理候補者選定等委員会 
  開催日 2005 年 12 月 15 日（木） 
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(7)「施設の管理運営にのみ指定管理者を導入し、共同体が指定管理者となった事例」 
  愛知県女性総合センター 
 
施設の概要 
施設名 愛知県女性総合センター   愛称 ウィルあいち 
住 所 〒461-0016 
愛知県名古屋市東区上竪杉町１番地 
電 話  052-962-2511 FAX  052-962-2567 
HP アドレス http://www.will.pref.aichi.jp/ 
開館年 1996 年 5 月 
設立目的 男女共同参画社会実現のための総合的な拠点施設 
職 員 数 
コングレ・愛知グループ 
常勤 36 名（うち女性 28 名、男性 8 名） 
非常勤 1 名（うち女性 1 名、） 
（財）あいち男女共同参画財団 
常勤 13 名（うち女性 10 名、男性 3 名） 
非常勤 11 名（うち女性 11 名、） 
施設長名（よみ）  なし  
指定管理者制度導入時期 2006 年４月 
指定期間（西暦） 2006 年４月～2011 年 3 月（5 年間） 
 
指定管理者となっている団体 
名  称 コングレ・愛知グループ 
団体の種類 共同体（株式会社コングレ、昭和建物管理株式会社、NPO 法人パ
ートナーシップサポートセンター） 
代表者名（よみ） ㈱コングレ中部支社支社長 鈴木 隆雄（すずき たかお） 
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は、引き続き財団が担うことになった〔愛知県男女共同参画審議会『男女共同参画施策の
当面する課題（答申）』平成 18 年 3 月、p.23〕。 
 指定管理者決定までの経緯は、以下の通りである。 
 
2005 年 7 月 8 日 指定管理者による公の施設の管理に関する条例の制定 
8 月 5 日～9 月 15 日 女性総合センターを含む 14 施設 17 県営団地の指定管理者公募 
10 月上・中旬 担当部局指定管理者審査会での審査 
10 月 25、26 日 愛知県指定管理者選定委員会での選定。指定管理者候補の決定 
11 月 県議会において審議。指定管理者の指定 















 100 点満点のうち 81.2 点を獲得して指定管理者となったのは、コングレ・愛知グループ
（株式会社コングレ、昭和建物管理株式会社、NPO 法人パートナーシップ・サポートセ
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(8)「NPO法人を立ち上げ、共同体を構成して指定管理者となった事例」 
  広島市女性教育センター 
 
施設の概要 
施設名 広島市女性教育センター   愛称 WE プラザ 
住 所 〒730-0051 
広島県広島市中区大手町 5 丁目 6-9 
電 話 082-248-3312 FAX 082-248-4476 
HP アドレス http://www.weplaza.city.hiroshima.jp 
開館年 1982 年 5 月 
設立目的 女性教育の振興と男女共同参画の涵養を図る 
職 員 数 常 勤 4 名（うち女性 4 名） 
非常勤 8 名（うち女性 8 名） 
施設長名（よみ）  香川 恭子 （かがわ きょうこ） 
指定管理者制度導入時期 2006 年 4 月 
指定期間（西暦） 2006 年 4 月～2010 年 3 月（4 年間） 
 
指定管理者となっている団体 




代表者名（よみ） 舟橋 喜惠（ふなばし よしえ） 
設立年（西暦） 2005 年 
 
１．指定管理者となった経緯 





は、2006 年 4 月から 2010 年 3 月までの 4 年間である。 
 
 指定管理者制度導入までの経緯は、以下の通りである。 
2005 年 2 月 広島市が指定管理者制度導入等の基本方針を取りまとめる 
    6 月 指定管理者制度導入に係る公の施設の設置・管理条例の改正 
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    10 月 17 日～11 月 16 日 公募(各局所管の公の施設と一緒) 
    11 月下旬       書類審査に合格した団体に対して面接審査 
    12 月         広島市女性教育センターに関しては、広島市教育委員会 
指定管理者候補選定委員会が審査し、「考える会グルー
プ」が指定管理者候補として選ばれる 




NPO を立ち上げ、2006 年 12 月に法人認可されたという。また、急に立ち上げたために
実績のないのが弱みだと考え、公的な建物のメンテナンスを業務とする広島県ビルメンテ
ナンス協同組合と共同体を構成して応募に臨んだ。 
 自治体のホームページに掲載されている審査基準は、以下の通り大きく分けて 4 点であ
る（この 4 つの下にさらに評価のポイントが細かく示され、また加点項目なども設けられ
ているが省略する）。〔広島市ホームページ http://www.city.hiroshima.jp〕 
１．市民の平等な利用の確保 配点 5 点 
２．施設効果の最大限発揮 35 点 
３．安定的な管理を行うための物的能力、人的能力 30 点 





しての実績が問われるようになっている。2 と 3 の配点を合算すると 100 点満点中の 65
点を占め、経費節減以上に女性教育・男女共同参画の推進というミッション遂行力を重視
して審査されたことがうかがえる。 
 応募したのは、「考える会グループ」と「ひと・まちネットワーク」の 2 団体である。
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三重県男女共同参画センター  愛称 フレンテみえ 
住所 〒541-0061 三重県津市一身田上津部田１２３４ 
電話  059-233-1130 FAX  059-233-1135 
HP アドレス http://www3.center-mie.or.jp/center/frente/index.shtml 
職員数 常勤  7 名（うち女性 6 名、男性 1 名） 
非常勤 3 名（うち女性 2 名、男性 1 名） 
施設長名（よみ） 鈴山 雅子（すずやま まさこ） 
指定管理者制度導入時期 2004 年 10 月 
指定期間（西暦） 2004 年 10 月～2007 年 3 月（3 年間） 
 
指定管理者となっている団体 
名 称 財団法人三重県文化振興事業団 
団体の種類 財団法人 
代表者名（よみ） 村武 泰男（むらたけ やすお） 





（平成 6）年 10 月に開館し、本年で 12 年目を迎えました。 
 管理運営する財団法人文化振興事業団は三重県 100％出資の外郭団体であり、指定管理
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 業務改革では平成 13（2001）年度に ISO9001 の導入が図られ、導入の主な狙いは、下
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※参考（県男女共同参画室委託事業の推移） 
 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 
事業費 15,572,000 16,302,000 10,371,000 
学習機会の提供回
数 
114 110 121 
参加者数 6,962 7,878 8,179 
 
※参考（男性講座事業数・男女共同参画フォーラムにおける男性参加率の推移） 
 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 
男性講座事業数 2 2 5 
フォーラムにおける男
性参加率（目標 30%） 30% 40% 40% 
 




た取組への支援等の重点アクションを設定し、具現化を検討してきた結果、2006 年 12 月
の県議会にて 2 期目の管理者に指定されましたことをご報告します。 
（鈴山雅子） 
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事例２ 
北九州市立男女共同参画センター   愛称 ムーブ 
住 所 〒803-0814 福岡県北九州市小倉北区大手町 11-4 
電話  093-583-3939 FAX  093-583-5107 
HP アドレス http://www.kix.or.jp/move_we/ 
職員数 常勤  21 名（うち女性 18 名、男性 3 名） 
非常勤  2 名（うち女性 2 名） 
施設長名（よみ） 羽瀬川 順子（はせがわ じゅんこ） 
指定管理者制度導入時期 2006 年 4 月 





代表者名（よみ） 理事長  三隅 佳子（みすみ よしこ）  
設立年（西暦） 1993 年 
 
指定管理者となるまでの経緯について 
 北九州市立男女共同参画センター“ムーブ”（以下「ムーブ」と略す）は 2005 年 7 月 1
日に開所して以来 12 年間、男女共同参画社会形成の推進に関する拠点施設としてさまざ
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 募集期間は 2005 年 8 月から 9 月にかけての約 1 ヶ月間。募集要項・現地説明会には 8
団体が参加したが、実際の応募は財団 1 団体であった。 
 2005 年 10 月に学識経験者、弁護士、市民、行政などで構成された 6 人の選定委員会委
員に対してプレゼンテーションを行い、審査を受けた。2005 年 11 月に市からムーブの指
定管理者候補として財団が選定された旨の通知があった。評価結果は６つの選定基準の合
計得点 1200 点に対し、1018.5 点（得点率 84.9％）であった。その後、2005 年 12 月議会
において財団が 2006 年 4 月から 5 年間、ムーブの指定管理者になることが承認された。
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（２）企業 
事例３ 
青森県男女共同参画センター   愛称 アピオあおもり 
住 所 〒030-0822 青森県青森市中央３丁目１７－１ 
電話 017-732-1010 FAX 017-732-1073 
HP アドレス http://www.apio.pref.aomori.jp/ 
職員数 常勤  5 名（うち女性 2 名、男性 3 名） 
非常勤 11 名（うち女性 11 名） 
施設長名（よみ） 笹井 宏 （ささい ひろし） 
指定管理者制度導入時期 2006 年 4 月 





代表者名 （株）阿部重組 代表取締役社長 阿部 吉平 
設立年（西暦） 2006 年 4 月 1 日 
 
指定管理者となるまでの経緯について 
 企業 3 社がグループを構成(ASTAC・G)し、青森県男女共同参画センターに指定管理者
として応募し、受託しました。 
 「青森県男女共同参画センタ （ー愛称：アピオあおもり）」が指定管理者制度を導入する
と正式に決定し、公表したのが 2005 年 3 月。1995 年の第 4 回世界女性会議NGO フォー
ラムに参加したころから、男女共同参画社会作りに向け本格的に活動をはじめた私にとっ
ては、のどから手が出るほど魅力的なものでした。しかも、当センターがオープンした年
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住 所 〒020-0871 盛岡市中ノ橋通 1-1-10 プラザおでって 5F 
電話  019-604-3303 FAX 019-653-4417 
HP アドレス http://mjc.sankaku-npo.jp 
職員数 常勤  12 名（うち女性 11 名、男性 1 名） 
非常勤  2 名（うち女性 2 名） 
施設長名（よみ） 平賀 圭子（ひらが けいこ） 
指定管理者制度導入時期 2006 年 4 月 
指定期間（西暦） 2006 年 4 月～2009 年 3 月（3 年間） 
 
指定管理者となっている団体 
名 称 特定非営利活動法人参画プランニング・いわて 
団体の種類 NPO 法人 
代表者名（よみ） 平賀 圭子（ひらが けいこ） 










リングの学習グループ「ウィメンズスペース・もりおか」が中心となって 2004 年 7 月に
NPO 立ち上げのための準備を開始した。設立には 30 人ほどの賛同者が名を連ねてくださ
り、非常に幅広い層の応援団が誕生した。NPO 設立までにNPO とは何かから始めて実に
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事例５ 
相模原市立男女共同参画推進センター  愛称 ソレイユさがみ 
住 所 〒229-1103  
相模原市橋本６丁目２番１号シティ・プラザはしもと内 
電話 042-775-1775 FAX 042-775-1776 
HP アドレス soleilsagami@athena.ocn.ne.jp 
職員数 常勤   5 名（うち女性 5 名） 
非常勤 17 名（うち女性 10 名、男性 7 名） 
施設長名（よみ） 長谷川 行代（はせがわ いくよ） 
指定管理者制度導入時期 2004 年 4 月 
指定期間（西暦） 第１期：2004 年 4 月～2006 年 3 月 
第２期：2006 年 4 月～2009 年 3 月 （計 5 年間） 
 
指定管理者となっている団体 
名称 特定非営利活動法人 男女共同参画さがみはら 
団体の種類 NPO 法人 
代表者名（よみ） 石川 壽々子（いしかわ すずこ） 
設立年（西暦） 2003 年 
 
指定管理者となるまでの経緯について 
 2004 年 4 月にNPO 法人男女共同参画さがみはら（以下NPO サーラ）は、念願の相模
原市立男女共同参画推進センター指定管理者となった。NPO サーラの個性と能力を生か
し、円滑な運営を行っていると確信している。 
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活動にエールを送ったこともあった。 





年 NPO 法人サーラ（旧女性団体連絡協議会） 相模原市の動き 
1989 設立準備会、会則制定 企画部女性政策課設置 











1993 シネマサロン＆リフォームコレクション開催 女性問題基本調査実施 
1994 ｢女性問題全国都市会議さがみはら｣協力 ｢女性問題全国都市会議さがみはら｣開催 
1995 設立５周年記念イベント開催 女性政策情報コーナー設置 
























2003 ＮＰＯ法人格の取得  
ソレイユさがみ登録団体への説明 
2004 ソレイユさがみ指定管理者 指定管理者制度導入（公募） 
さがみはら男女共同参画推進条例施行 
（長谷川行代） 
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事例６ 
名古屋市男女平等参画推進センター  愛称 つながれっと NAGOYA 
住 所 〒460-0012 名古屋市中区千代田五丁目 18-24 










常勤 6 名（うち女性 4 名、男性 2 名） 
非常勤（嘱託、相談員） 5 名（うち女性 5 名） 
指定管理者スタッフ 
責任者 3 名（うち女性 3 名） 
スタッフ 20 名（うち女性 20 名） 
在宅ワーカー 2 名（うち女性 2 名） 
施設長名 所長 大島 尚美 
指定管理者制度導入時期 2006 年 4 月 
指定期間（西暦） 2006 年 4 月～2010 年 3 月（4 年間） 
 
指定管理者となっている団体 
名称 特定非営利活動法人 参画プラネット 
団体の種類 NPO 法人 
代表者名（よみ） 代表理事 渋谷 典子（しぶや のりこ） 













-  76  -
  - 74 -
 参画プラネット設立の源は、平成 16(2004)年度に開催された「ぎふし女性NPO 塾」（主










「NPO 塾」の講師であったメンバー（8 名）が就任した。 
 
■「事業型NPO」をめざして～「人材育成講座」～ 
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事例７ 
尼崎市立女性・勤労婦人センター  愛称 尼崎市女性センター・トレピエ
住 所 〒661-0033 兵庫県尼崎市南武庫之荘３丁目３６番１号 
電話  06-6436-6331 FAX  06-6436-5757 
HP アドレス http://www.amagasaki-trepied.com 
職員数 常勤  6 名（うち女性 6 名） 
施設長名（よみ） 須田 和（すだ むつみ） 
指定管理者制度導入時期 2004 年 7 月 
指定期間（西暦） 第 1 期 2004 年 7 月 ～2007 年 3 月（2 年 9 カ月） 
第 2 期 2007 年 4 月～2010 年 3 月（3 年） 
 
指定管理者となっている団体 
名 称 特定非営利活動法人 男女共同参画ネット尼崎 
団体の種類 NPO 法人 
代表者名（よみ） 片山 佳子（かたやま よしこ） 
設立年（西暦） 2003 年 
 
指定管理者となるまでの経緯について 
 尼崎市立女性・勤労婦人センター（以下トレピエ）は 1993 年 11 月に、女性の自立と社
会参加を支援し、男女共同参画社会の実現をめざす活動の拠点施設として、前身の市立勤
労婦人センタ （ー1974 年開館）を改築し、リニューアルオープンしています。地方自治法






と協働のまち作りを行うことを目的として、2002 年に設立準備会を発足、2003 年 6 月に
設立しました。同年 10 月に法人格を取得しています。NPO 設立には、「尼崎市女性団体
協議会」（以下女性団体協議会）等で活動してきた有志が発起人となり、女性団体協議会の
正・副会長、市内の商工関係、まち作り、文化団体などのメンバーが理事となっています。 
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 市が設置した選定委員会の委員 5 人は学識者など外部のメンバーで、書類審査の後、公
開プレゼンテーションが行われたのが 3 月末でした。参画ネットのほかに、NPO 法人１
と企業 4 社が応募していました。「総合力」、「管理能力」、「事業能力」、「コスト」を基本
評価項目とした評価点において、選定委員会で参画ネットが最高点を得て選定され、市長
からの内定通知が届いたのは、5 月でした。6 月議会の決定後、2004 年 7 月 1 日から 2007
年 3 月までの 2 年 9 ヵ月間の指定管理者業務がスタートしました。 












 2006 年 8 月には、次期の指定管理者が公募されました。参画ネットは 5 月の理事会、 
総会で再度応募することを承認され、より強力な事業計画などを作成して応募しました。 
前回応募した企業やNPO 法人ではなく他の企業 2 社が応募しておりました。今回の選定 
委員は 5 人のうち 1 人（女性センター運営委員会委員長）だけが再任で、10 月にプレゼン 
テーションと質疑応答が行われました。市からの内定通知は 11 月、すぐに仮基本協定を 
結び 12 月議会において、全員賛成で可決され今に至っています。 
（須田 和） 
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 指定管理者制度を導入した女性関連施設のうち、指定管理者が NPO 法人や任意団体で





 もりおか女性センターの指定管理者となった NPO 法人「参画ぷらんにんぐ・いわて」
は、2005 年３月 30 日に法人登記をした団体である。指定管理者の公募開始は 8 月である
から、まさに制度導入の直前に生まれた NPO 法人である。指定管理者となった NPO 法
人のなかには、このように、指定管理者制度を契機として設立されたものが多数ある。 
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る。この団体は同センターへの指定管理者導入を見越して 2004 年 7 月から NPO 法人の
立ち上げを準備し、指定管理者制度に関する学習会などを重ね、その後独立した形でNPO










 一方、継続的に指定管理者となった NPO 法人も出てきている。相模原市男女共同参画
推進センターの指定管理者となったNPO 法人「男女共同参画さがみはら（NPO サーラ）」
は、NPO 法人化前の男女共同参画に関する長年の活動実績という点で盛岡市の事例と類
似点が多いが、2004 年から 2006 年の実績を評価され、継続して 2 期目の指定管理者に選
定されている。また、尼崎市立女性・勤労婦人センターの場合も指定管理者となったNPO
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る可能性もある。 
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 ご回答者氏名                  職名                   
連絡先電話番号               E メール                 
 
１． 施設の概要についてお聞きします 
①施設名称      
②指定管理者制度導入時期・ 
期間（西暦） 2006.4 ～     年     月（     年     ヶ月） 
③職員数 常勤       名（うち女性     名、男性     名） 
非常勤      名（うち女性     名、男性     名） 
 
２． 施設長についてお聞きします 
①お名前（よみ）                              （                         ） 
②性別 女性  男性 
③年代 30 歳代以下 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代以上 
④勤務形態 常勤  非常勤 ⑤勤務日数 週        日 
⑥所属 自治体  法人  企業  その他 
 
３． 指定管理者となっている団体についてお聞きします ＊団体概要に関する資料があれば、添付ください。 
①名称                   
②団体の種類 
（１つのみ） 
財団・社団  NPO 法人・任意団体  企業 
共同体（構成                                        ）
その他（                                           ）
③代表者                   





〔準備に費やした期間：                  年          ヶ月   〕 
男女共同参画について学んだ 
財政や施設管理などを勉強した プレゼンテーションの工夫をした 







           




（３つ程度）            
②事業参加者を増やすため
に工夫している点 
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 ５． 管理・運営についてお聞きします 
           








自治体担当者 館内職員 地域のサポーター 














施設の管理 施設の運営 事業の企画 事業の運営 
その他（具体的に：                                  ） 
なし  （→７へお進みください） 
②連携先 
（複数回答可） 
所管以外の自治体部署  女性団体・グループ 
男女共同参画社会を活動分野としている NPO 法人 
その他の地域の団体・グループ・NPO・NGO  学校・大学 
社会教育施設  企業・経済団体  町内会・自治会 
その他（具体的に：                                  ） 
③連携における特色、工夫 
 








新規に職員を雇用しましたか はい →②以降へ  いいえ →④以降へ 
②採用方法 
（複数回答可） 
公募  導入前の職員を雇用 
その他（具体的に：                              ） 
                
                
③採用にあたって重視した点 
（３つ程度） 
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 ８． 施設長にお聞きします 
①現職就任前の職業あるいは
活動歴 
                
                




                
③②の能力を開発・向上させる
ために実践していること 
                
 
９． 財政、評価についてお聞きします 
①年間予算                    円 








貸館料  受講料  外部資金  寄付金 講師派遣 














行っている  （→②以降へお進みください） 




登録団体メンバー  講座修了生 
女性問題学習グループメンバー  子育てグループメンバー 


















                
 
 
～ ご協力ありがとうございました ～ 
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